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別紙様式６ 

随意契約結果表(委託等契約) 

所 属 観光文化政策課 

契約日 令和３年８月１日 

契約業者名 株式会社ＪＴＢ甲府支店 

品 名 新型コロナウイルス感染症軽症者等宿泊療養施設運営業務 

（第２号宿泊施設） 

契約金額 

（税込み） 
79,592,300 円 

随意契約理由 本業務は、新型コロナウイルス感染症に感染した軽症者等の

安静・療養を目的とする宿泊療養施設の開設準備、運営、管理

を行うもので、令和２年１１月１８日より、県職員が主体とな

り運営を行ってきた。 

その後、首都圏を中心とした数度にわたる感染拡大が発生す

るなど、感染の収束が見通せない状況の中、宿泊療養施設の運

営業務が増大し、県職員の人員確保が困難になっていることか

ら、生活支援スタッフ、警備員、食事提供、患者移送、必要物

品の調達、清掃等の業務について、６月初旬に運営業務として

一括して委託することが決定された。また、契約中の各業者と

の調整に時間を要したことにより、最終的な委託の仕様は７月

中旬に決定された。 

本業務は、契約後８月１日より直ちに業務を開始する必要が

あることから、運営開始までに競争入札に付する暇がない。ま
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た、療養者の生活全般に係る支援や、外出の制止、外部からの

侵入者等への対応を行う警備体制、入所時に施設まで移送する

移送運転支援、療養者の健康状態の把握、相談対応といった多

岐に渡る業務を迅速かつ適正に実施する必要があるため、契約

の相手方は、これまでに新型コロナウイルス軽症者への対応を

行ったことがある経験や知識、ノウハウを有し、宿泊療養施設

の運営業務実績を有していることが重要である。 

 今回、随意契約予定の株式会社 JTB 甲府支店は、これまで

に、新型コロナウイルス軽症者等の安静、療養を目的とする第

3号宿泊療養施設（東横イン河口湖大橋）の開設準備、運営、

管理を行ってきた実績があり、本業務を遂行するための経験や

知識、運営業務実績を十分に有している。よって、本業務は競

争入札に適さないため、地方自治法施行令第１６７条の２第１

項第２号により随意契約とする。 

また、同様の理由により、山梨県財務規則第１３７条第３項

の特別な理由に該当するため見積合わせを省略する。 

随意契約の根拠

法令 
地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

 


